
１．はじめに

近年、産科・小児科・救急医療等の診療分野における医師不足の深刻化や医

療サービス公定価格（診療報酬）の抑制等にみられるように、病院をめぐる経

営環境は、非常に厳しい状況にある。このことは、経常損失（医療本業での赤

字）を抱えた病院が、全病院の７２．４％（２００７年度）にものぼることからも明らか

である（表１）。

病院経営の問題は、全体的に厳しいことは明瞭であるが、本稿では、特に厳

しい経営状況にあると予想される中山間地域１）の医療体制の現状や問題点を具体

的な事例に基づいて考察する。そのために、今回、事例として取り上げる経営

主体 Z（以下では、Zとする）は、『病院経営実態調査報告』（全国公私病院連盟・

１）農業統計では、都市的地域、平地農業地域、中間農業地域や山間農業地域という農業地域
類型区分がある。ここでは、この区分のうちの中間農業地域と山間農業地域を合わせた地
域を中山間地域と呼ぶ。３つの地域の定義については文末補論参照のこと。X町は、この中
山間地域に分類される。今回取り上げる Zが経営する X病院とH病院への通院は、中山間
地域に立地するために都市的地域のような人口集中地域に比して、困難であることが予想
される。

中山間地域の医療体制における現状と課題

A Study of the Regional Health Systems in Japan

橋 本 貴 彦
HASHIMOTO Takahiko

キーワード

医師不足（Doctor Shortage）、その他公的病院（Other Public Hospitals）、

労働生産性（Labor Productivity）

経済科学論集（Journal of Economics）第３５号，２００９年３月，５５－７０ページ



社団法人日本病院会）によれば、「その他公的病院」に分類されるものである。

Zは、中山間地域である X町に立地する二つの病院（X病院（１１０床）と H病院

（７９床））を中心に病院運営を行ってきた。以下では、その他公的病院 Zの損益

計算書等の経営資料に基づきながら考察を進めることにする。

今回取り上げる「その他公的病院」とは、全国公私病院連盟・社団法人日本

病院会の公表する『病院経営実態調査報告』の分類である。この分類に対応し

たものとして総務省の公刊する『接続産業連関表』の「公益法人等」を挙げる

ことができる２）。この分類によれば医療産業は、主体の性格から３つに分けられ

る。具体的には、国公立（「政府サービス生産者」）、公益法人等（「対家計民間

非営利サービス生産者」）、医療法人（産業）である３）。本稿では、この内の「公

益法人等」、「その他公的病院」の取り巻く環境について論じる。

病院経営に関する研究は様々な分野のものがある。まず、自治体病院の経営

分析の代表的なものに大松（２００７）がある。大松（２００７）は、京都府福知山市の

２）『平成７年産業連関表』における「公益法人等」は、日本赤十字社（日赤）、厚生農業協
同組合連合会（厚生連）、公益法人（社団法人、財団法人）、共済組合およびその連合会等
の社会保険事業団体（非営利）、社会福祉等民間非営利団体を対象とする。他方で、『病院
経営実態調査報告』におけるその他公的病院は、日本赤十字社、厚生農業協同組合連合会、
済生会、社会保険関係等の病院を対象とする。いずれも、国公立および自治体の運営する
病院以外の公的医療機関を範疇とするようだが、両者は公益法人を含めるか含めないかと
いう点において相違がある。
３）付表１にそれぞれの産出額の構成比を掲載している。

表１ 全国病院における黒字構成比

（単位：％）

１９９０年度 １９９５年度 ２０００年度 ２００５年度 ２００７年度
一般病院 ２０床から９９床 ２３．２ ２１．０ ２２．３ １８．７ １８．０
一般病院 １００床から１９９床 ３５．５ ３２．５ ３９．３ ３８．５ ３１．８
一般病院 ２００床から２９９床 ３７．５ ３１．０ ３６．１ ３３．８ ２５．７
一般病院 ３００床から３９９床 ３６．２ ３０．１ ３７．６ ２９．２ ２５．５
一般病院 ４００床から４９９床 ３９．１ ３６．２ ４２．０ ４３．７ ３０．７
一般病院 ５００床～ ４１．８ ３９．２ ４３．７ ３８．８ ３７．８
総数 ３４．１ ３０．３ ３５．４ ３２．６ ２７．６
出所：全国公私病院連盟・社団法人日本病院会『病院経営実態調査報告』。
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事例を基に検証を行っている。実証的に病院経営に迫るのではないが、理論的

な側面から病院経営について研究したものに佐藤（２００６）がある。佐藤（２００６）

は、診療区分を利用した病院原価計算の手法を新たに提案をしている。今回、

我々が対象とするその他公的病院についての研究には、片桐他（２００２）、片桐他

（２００３）がある。片桐らは、病院経営について議論する際に重要な役割を果たす

医師の病院に対する帰属意識などを愛知に所在する厚生連を対象に調査してい

る。

しかし、これまでの研究には、中山間地域に立地する医業収益の減収の要因

について検討したものは、散見されない。また、自治体病院などの公的病院と

自治体財政との関係を論じている研究はあるが、その他公的病院との関係につ

いて論じたものは少ないように思われる。

ところで、中山間地域における医療機関特有の問題としては、以下の３つが

考えられる。第一に、公共交通不足などの劣悪な交通条件による通院の困難性

である。このことは、山間地が多いという自然的条件とも重なる問題である。

第二に、人口減少による患者減少の問題である。中山間地域の市町村は、人口

減少の進展している地域が多い。当然、都市的地域に比して不利な経営条件で

あることが予想される。最後に、全国的な問題であるかもしれないが、特に中

山間地域では医師・看護師の新規または補充募集することの困難であることを

挙げることができる。

上記の状況の下で運営する地方公立病院（その他公的病院含む）の経営困難

に対する対策について「公立病院に関する財政措置のあり方等検討会報告書」

（総務省、２００８年）では、以下の３点を提案している。第一に、過疎地域に関す

る財政措置の充実である。第二に、産科、小児科、救急医療等に関する財政措

置の充実である。第三に、公立病院の経営形態多様化を踏まえた財政措置であ

る。

この提言の示す公的病院およびその他公的病院を地方自治体が支援する際の

論点は、３つにまとめることできる。第一に、そもそも地域（市町村単位）ま

たは過疎地域にどの程度の医療サービスを提供するべきかという点である。こ
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の論点は、公立病院の病床数を対象にした地方交付税算定基準に関係する。例

えば、病床数の水準に応じて地方交付税を増減させる場合には、そもそも病床

数決定の基になる都道府県や市町村ごとの医療需要のあるべき水準が問題にな

るからである。

第二に、どの主体が担うべきなのかという論点である。この提言では、公的

病院のみならず、その他公的病院にも例えば財政的な支援を認めている。では、

ここでいう公的とは何を指すのか。非営利という範囲に限定し、公益法人はそ

の対象とならないのか。また、そもそも非営利主体をどのような定義とするの

かという理論上の問題を内包している論点であることがわかる。

第三に、支援を行う地方自治体と実際に地域の医療サービスを担う医療機関

との関係のあり方である。自治体財政からその他公的病院に経済的な支援等を

行う場合には、単に事後的に『病院決算書』を自治体がチェックするだけでな

く、自治体が行う医療政策に対して、医療機関の側も積極的に関与することが

求められるかもしれない。

X町の事例でみるようにその他公的病院のような公立病院ではない主体に補助

金を投じる道が開かれようとしている。ここでいう補助金の使途内容は、赤字

補填に限定した場合である。この補助金を投入する際に、公立病院同様の役割

を担う条件を充たすかということは重要である。他方で、収益構造悪化の要因

についても検証する必要がある。というのは、過剰な設備投資のような不健全

な経営である場合もあるからである。

以上の議論から本稿の分析課題を設定する。

（１）地域の公的医療機関の抱える経営上の問題点について検討するために収益

構造について分析する。

（２）上記の数量分析と合わせて、Zの事務幹部からの聞き取り調査（２００８年１１

月１５日実施）による経営上の問題点に関する分析する。

この分析の際に注意すべき点は、医療機関の経営では通常の民間企業と異な

り、産出量の価格は中央政府によって決められる公定価格であることである。

さらに、医療経営の基礎的な条件となる医師数も、日本全体で考えると政府に
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よって制限されている。この二点は、一医療機関（例えば、「その他公的病院」

の Z）からみれば外生的な条件であり、本稿ではこの条件の下でどのような経営

行動を行ったかについて検討することになる。

２．島根県 X町の医療体制

本節では、「その他公的病院」に分類される経営主体 Zが所在する島根県 X

町の社会経済状況について概観し、次いで同地域の医療体制についてみる。

島根県 X町の人口は、『国勢調査』によれば、９５１５人（平成１７年度）である。

同調査によれば６５歳以上の人口構成割合は３８．６％であり、この割合は、島根県

の割合（２７．３％）や全国の割合（２０．５％）よりもかなり高い水準にある。就業構

造割合をみると、第一次産業１０．５％、第二次産業２３．１％、第三次産業６６％となっ

ており、第三次産業の占める割合が、特に高い。また、X町の普通会計における

２００６年度の財政規模は、９２億５９７９万円である４）。

次いで、X町の医療体制であるが、これまで X町唯一の医療機関である X

病院が担ってきた。この内容は、表３にあるように医療事業にとどまらず介護

事業や保険予防活動など広範囲に渡る。その概要を数値でみると、２００７年度で

は外来６５４４２人、入院３９６５７人、検診数１６７５人という内容となっている（表３）。

この数値は、表３にも示したように３年前と比して大幅に低下した後の水準で

ある。この結果より X病院の経営主体である Zの病院機能の再編成を発端とし

て近年 X町の医療体制は揺らいでいることがわかる。具体的には Zは、X病院

と H病院うち H病院の入院機能を２００７年度に廃止し、診療所へと改編した。X

町内には X病院と H病院以外に医療機関が存在しない下でのこの改編は、X

全体の入院患者減少という影響をもたらした５）。２００６年１１月になると、さらに X

病院の救急告示病院の取り下げをしたことによって、X町は、３０分以内に救急告

４）島根県政策企画局（２００７）参照。
５）２００４年度から２００８年度にかけての入院・外来患者数の減少は、２００６年度以降の整形外科医
師非常勤化や H病院の療養病床廃止（７９床）等が原因と予想される（第６回山陰研究報告
会にて指摘）。
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示病院に到達可能な地域ではなくなるという状況におかれた。

次節では、外来患者数や入院患者数減少に代表される X町の医療体制減退の

原因について Zの経営資料により考察することにする。

３．その他公的病院 Zの経営分析

３．１ その他公的病院 Zの歴史と経営環境

「その他公的病院」の Zの歩んだ歴史と経営環境についてまとめた表４を用い

て特に、医師数（医師体制）と固定設備に関する記述を中心に検討する。

医師数の経年的な変化は、二つの特徴的な時期に区分することができる。第

一の時期は、１９９１年度から２０００年の増大期である。１９９１年度の X病院移転新築

表２ その他公的病院 Zの歴史

西 暦 事 項
１９３２年５月 X分院設置。
１９４６年７月 X病院と改称（H分院を H病院と改称、分離す）。
１９７０年６月 救急病院告示（２００６年取り下げ）。
１９９１年４月 新築移転常勤医師７科（内科・小児科・外科・整形外科・脳神経外科・産婦人科・放射

線科）に。
１９９４年１月 X病院MRI導入。
１９９８年４月 X病院の神経内科を新たに標榜、眼科医師常勤へ。
２００６年８月 X病院の整形外科医師退職。
２００７年３月 X病院の小児科常勤医師退職。
２００７年１１月 H病院（療養病床７９床）を廃止、診療所へ。
２００８年３月 X町が Zの土地・建物・設備等を買取り、公設民営化。Zを指定管理者に病院の運営を委

託。
２００８年１２月 指定管理者である Z破産手続き開始。
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』より筆者作成。

表３ その他公的病院 Zの事業内容

事 業 医療事業（X病院とH診療所（旧H病院２００７年廃止））、訪問看護事業、（介護）施設事業。
保健予防活動（検診）。救急告示病院（２００６年度まで）。

外来患者数 ９６１６０人（２００４年度）。６５４４２人（２００７年度）。
入院患者数 ６０１９４人（２００４年度）。３９６５７人（２００７年度）。
検 診 数 １１９７人（２００４年度）。１６７５人（２００７年度）。
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』より筆者作成。
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時には、内科・小児科・外科・整形外科・脳神経外科・産婦人科・放射線科の

７つの診療科で常勤医師を抱えていた。これ以降規模を拡大し、１９９８年度には

新たに眼科常勤医師を迎えている。第二の時期は、医師減少期である。表４か

らわかるように、２００１年度以降常勤医師や常勤換算の医師数が減少しているこ

とがわかる。特に、２００６年度以降は、整形外科や小児科などの常勤医師の退職

と大学医学部からの医師不補充という決定も重なって、医師は減員傾向にあっ

た。この傾向による医業収益に対する影響は、３．２において分析することにする。

次いで、固定設備であるが、表２に示しているように、１９９１年４月の病院新

築と１９９４年１月のMRI導入以降には大型設備投資はない。

３．２ 損益計算書による分析

ここでは、Zの『業務報告書』内の損益計算書に基づいて、１９９０年代以降、特

に経営状況の悪化している２０００年度以降について分析を行う。この損益計算書

は、表５に掲げている。この表５からわかる特徴は、以下の通りである。

① 売上げを示す医業収益は、２００１年度以降、７年連続で減少に転じている６）。

特に２００２年度以降に急速に悪化していると評価できる。

② 利益を示す医業利益は、２０００年度から２００６年度にかけてマイナスである。こ

６）表５の損益計算書には掲げていないが、医業収益の推移は、１９９０年代については１９９４年度
にピークを示し、その後やや低迷した後に、１９９８年度から２０００年度にかけての医業収益は増
加していた。

表４ その他公的病院 Zの医師数推移

（単位：人）

１９９０年度 １９９５年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度
常勤医師 １０．０ １６．０ １６．５ １６．４ １５．１
非常勤医師 ５．７ ３．２ ４．０ ３．７ ２．６
常勤換算医師合計 １５．７ １９．２ ２０．５ ２０．１ １７．７

２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度
常勤医師 １４．０ １４．０ １５．０ １０．０ ８．０
非常勤医師 ２．７ ３．２ ３．２ ３．５ ３．９
常勤換算医師合計 １６．７ １７．２ １８．２ １３．５ １１．９
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』。
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の赤字額は、２００１年度以降、大きな額となっていることわかる。特に、２００６

年度は１億６６０万円という最大の赤字額であった。その後２００７年度にプラス

に転じているのは、Zの土地・建物・設備等 X町に売却したことに伴う減価

償却費の大幅な低下が主な要因である。

③ 医業収益に占める給与費の割合は、５１．８％（１９９０年度）から６７．６％（２００６年

度）へと上昇している。同時期に、医業利益の赤字幅は大きく増幅し、か

つ医業収益も大きく減少している。これは、後に見るように医師数の減少

によるものであるが、上記の医業収益に占める給与費の割合の上昇は、医

師以外の職員数の削減が行われなかったためと推測できる。

④ 表６に掲げた医業収益に占める減価償却費の割合は、１９９５年度（６．２％）を

除き、４．５％周辺を推移している。これは、総数（全国平均）に比して低い

水準であった７）。聞き取り調査では、「１９９１年度の新築以降、大きな設備投

資を控えた」とあり、この１９９１年の水準と一致する。さらに、同規模の病

床数の一般病院８）や同一の開設者区分である「その他公的病院」に比しても

ほぼ低位であることもわかる。このことから、本ケースは、大松（２００７）

で取り上げている福知山市民病院のような過剰な設備投資による経営悪化

とは、異なると結論できる。

⑤ 補助金は、経営状況が急速に悪化する２００６年度以降を除き、３％前後で推

移していた。他方で、本業（医業収入）の赤字を補填するために必要な金

額は、７４１０万円（１９９５年度）、７２０万円（２０００年度）、２８４０万円（２００１年度）、

１億６２０万円（２００２年度）、７８１０万円（２００３年度）で、それ以降は１億円前後

（表５）で推移している。

７）この評価は、開設者区分の医療法人と比較すると異なる。一般に、医療法人の減価償却率
は、低位であることが予想される。本稿で、医療法人と比較を行っていないのは、Zが所在
する中山間地域や Zが担う医療内容を考慮し、より属性の近い設立主体や一般病院という
広い括りと比較した方がよいと判断したためである。
８）病院の種類には、一般病院、精神病院と結核病院がある。精神病院又は結核病院とは、精
神病床数又は結核病床数が総病床数の８０％以上を占める病院をいい、それ以外は、一般病
院としている （全国公私病院連盟・社団法人日本病院会（２００７）、p．１９参照）。Zは一般病
院である。
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以上の損益計算書による分析からは、医業収益に占める減価償却の水準は、

他と比して低水準であること、医業収益の減収が特に２０００年度より顕著になっ

ていることをみた。この医業収入の減少について３．３で要因別寄与度分析を用い

て検討する。

３．３ 医業収益における要因別寄与度分析

ここでは、まず、Zの医業収益変動の原因を探ることにする。そのために以下

では医業収益要因別寄与度を用いる。

表５ その他公的病院 Zの損益計算書

（単位：１００万円）
１９９０年度 構成比 １９９５年度 構成比 ２０００年度 構成比 ２００１年度 構成比 ２００２年度 構成比

Ⅰ 医業収益 １，９０５ １００．０ ２，３４３ １００．０ ２，７５８ １００．０ ２，６７９ １００．０ ２，４２６ １００．０

Ⅱ 医業費用 １，９０５ １００．０ ２，４１７ １０３．２ ２，７６５ １００．３ ２，７０８ １０１．１ ２，５３２ １０４．４
①給与費 ９８７ ５１．８ １，２８８ ５５．０ １，６３１ ５９．１ １，５７８ ５８．９ １，４４５ ５９．６
②材料費・委託費 ６６４ ３４．９ ７６６ ３２．７ ７７３ ２８．０ ７７９ ２９．１ ６９５ ２８．７
③経費 １６２ ８．５ ２１９ ９．３ ２２７ ８．２ ２１９ ８．２ ２６２ １０．８
④減価償却費 ９１ ４．８ １４４ ６．２ １２９ ４．７ １２３ ４．６ １２０ ４．９
⑤施設運営・訪問看護費用 ０ ０．０ ０ ０．０ ６ ０．２ ８ ０．３ １０ ０．４
医業利益 ０ ０．０ －７４ －３．２ －７ －０．３ －２８ －１．１ －１０６ －４．４
補助金 ２４７ １３．０ ８７ ３．７ ５１ １．９ ５６ ２．１ ９７ ４．０
税引き後当期利益 ７１ ３．７ －５１ －２．２ ７８ ２．８ ５９ ２．２ －５２ －２．１

２００３年度 構成比 ２００４年度 構成比 ２００５年度 構成比 ２００６年度 構成比 ２００７年度 構成比
Ⅰ 医業収益 ２，３８３ １００．０ ２，３０５ １００．０ ２，２０１ １００．０ １，８６１ １００．０ １，６１７ １００．０

Ⅱ 医業費用 ２，４６１ １０３．３ ２，４１０ １０４．６ ２，３１０ １０４．９ ２，０２７ １０８．９ １，６５２ １０２．１
①給与費 １，４４６ ６０．７ １，４５０ ６２．９ １，４２７ ６４．８ １，２５７ ６７．６ １，０７７ ６６．６
②材料費・委託費 ６４９ ２７．２ ５７５ ２４．９ ５３５ ２４．３ ４４２ ２３．８ ３４４ ２１．３
③経費 ２４０ １０．１ ２８１ １２．２ ２４４ １１．１ ２２４ １２．０ ２０５ １２．７
④減価償却費 １１７ ４．９ ９６ ４．２ ９４ ４．３ ９５ ５．１ ０ ０．０
⑤施設運営・訪問看護費用 ９ ０．４ ９ ０．４ ９ ０．４ ９ ０．５ ２５ １．５
医業利益 －７８ －３．３ －１０５ －４．６ －１０９ －４．９ －１６６ －８．９ ３ ０．２
補助金 ４９ ２．０ ５８ ２．５ ３０ １．４ １１５ ６．２ ３５０ ２１．６
税引き後当期利益 －１３ －０．６ －４２ －１．８ －５７ －２．６ －２７ －１．５ －２８１－１７．４
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』。
注１：資料内の事業収益・事業費用は、それぞれ医業収益・医業費用とした。
注２：税引き後当期利益は、本業の利益を示す医業利益から医業外利益と補助金を加えたものである。
注３：構成比とは、各項目を医療収益で除し、１００を掛けたものである。
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医業収益は、以下の（１）式のように３つの要因を分解して考えることが可

能である。

��
�

�
�

��

����
������

�

�
�������� （１）

記号

�：医療産業の粗産出額 （医業収益）。

�：医療産業の価格指数。

����：常勤換算の医師数。

��：常勤換算の医師数を投入要素とした医療産業の実質労働生産性。

（１）式にみるように医業収益は、医療産業の価格指数と実質化した医業収益

と常勤換算の医師数とで測った実質労働生産性、そして、常勤換算の医師数と

に分割することができる。

表６ 減価償却率

（単位：％）
１９９０年度 １９９５年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度

その他公的病院 Z ４．８０ ６．１６ ４．６７ ４．５９ ４．９４
一般病院 ２０床から９９床 ４．６３ ４．７０ ５．８０ ５．８０ ６．７０
一般病院 １００床から１９９床 ４．９０ ４．８０ ５．６０ ５．７０ ６．４０
その他公的 ２０床から９９床 ３．９６ ４．１９ ６．６２ ６．４２
その他公的 １００床から１９９床 ５．０８ ４．１１ ４．７７ ５．９５
総数 ５．３９ ５．３０ ６．１０ ６．１０ ６．２０

２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度
その他公的病院 Z ４．９２ ４．１７ ４．２９ ５．１２ ０．０１
一般病院 ２０床から９９床 ６．１０ ６．５０ ６．３０ ５．９０ ５．６０
一般病院 １００床から１９９床 ６．１０ ６．３０ ６．３０ ７．１０ ６．５０
その他公的 ２０床から９９床 ５．１５ ５．２２ ５．３７ ６．１９ ５．９９
その他公的 １００床から１９９床 ５．７５ ５．２４ ５．９５ ５．８４ ５．４９
総数 ６．５０ ６．４０ ６．６０ ６．８０ ６．７０
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』。全国公私病院連盟・社団法人日本病院会『病院経営実態調査
報告』。
注）ここでいう減価償却率とは、減価償却と資産減耗額を医業収益で除したものである。
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次いで、（１）式を異時点で変動させた医業収益の変化を各要因について分解

して示したのが以下の（２）式から（４）式までである９）。

������
�

����
���������

�
�
�������� （２）

�������
�
�
���������������

�
�
�������� （３）

���������
�
�
�����������������

�
�
�������� （４）

前記の内の（２）式は、医療産業の価格指数の変化による医業収益の変化分

を示している。そして、（３）式は、労働生産性の変化によるものであり、（４）

式は、常勤換算の医師数の変化による医業収益の変化を示したものである（た

だし、�は異時点間の変化分を表し、例えば��������������である）。この

９）医業収益要因別寄与度の分析のために用いたデータソースについては、巻末補論２参照の
こと。

図１ 医業収益変化の要因別寄与 （１９９０～２００７年度 単位：１００万円）

出所：その他公的病院 Z『業務報告書』および深尾・宮川 （２００８）『JIP２００８』より筆者作成。
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（２）式から（４）式までの各変化分を合計すると

�������������������������� （５）

となり、医業収益の変化を示すことになる。ここで�は、交絡項である。

図内の数値は、医業収益が増加（減少）した際の変化の各要因（診療報酬、

労働生産性、常勤換算の医師数投入数）の変化度合いを示す。繰り返しになる

が、３つの要因を合計すると医業収益の増減となる。主な特徴は以下の諸点で

ある。

① ３つの要因を合計した医業収益の変化は、２０００年度以降に減収となってい

る。

② 医業収益の変化に占める診療報酬の変動は、一部の期間（１９９０－９５年度）

を除き小さい。また、２００１年度以降は、減収要因となっている。

表７ 相対的労働生産性

１９９０年度 １９９５年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度
その他公的病院 Z １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００
その他公的 ２０床から９９床 １０１．１７ １１５．９９ １０８．５９ １１３．７８ ９６．１２
その他公的 １００床から１９９床 １０２．５２ １２４．４８ １１３．７６ １１２．７１ ９３．４７
一般病院 ２０床から９９床 ９７．０５ ９６．０８ ９０．２７ ９２．６７ ８６．５７
一般病院 １００床から１９９床 １０６．４１ １１３．９４ １０４．８０ １０５．９９ ９７．６２
総数 ９９．６０ １０９．５７ ９４．１８ ９５．３９ ９０．３７

２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度
その他公的病院 Z １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００
その他公的 ２０床から９９床 １０４．７５ １０２．４１ １０４．４９ １０９．３８ ９６．７３
その他公的 １００床から１９９床 １０１．９４ １０９．６４ １１７．８０ １０２．２８ ９９．８１
一般病院 ２０床から９９床 ８５．２５ ９１．３２ ９４．９６ ９０．５６ ８０．８６
一般病院 １００床から１９９床 ９４．２９ ９９．６３ １１０．４１ ９８．２４ ８６．９５
総数 ８４．２１ ８６．７２ ９１．３９ ７９．２１ ７２．９１
出所：その他公的病院 Z『業務報告書』。全国公私病院連盟・社団法人日本病院会『病院経営実態調査
報告』。
注：ここでいう相対的労働生産性とは、各年のその他公的病院 Zの労働生産性を１００として、他の設立
主体または規模の病院の労働生産性がどの水準にあるかを示す。
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③ 医業収益の変化に対する労働生産性の要因別寄与は、上下の変動を繰り返

している。特に、２００４－０５年度は、大きな減収要因となっている。一方で、

２００５－０６年度の期間は、大きなプラスとなっている。次いで、Zの各年の労

働生産性の絶対的な水準は、全国平均と比した場合に、高い水準にある（表

７）。ただし、同一主体かつ同規模の病床数の病院と比した場合には、必ず

しも高い水準にはない。

④ 常勤換算医師数の推移は、２００１年度以降に大きな減収要因に転じている。

特に、２００５－０６年度以降は、他の期間と比してもっとも大きな減収要因と

なっている。傾向として、２００１年度以降の常勤換算医師数の推移は、他の

要因と比しても最大の減収要因である。

以上の医業収益変化の要因別寄与による分析から、主に常勤換算での医師数

の減少によって２００１年度から Zは、減収となっていることをみた。この常勤換

算での医師数の減少は、Zにとって外生的な条件である側面を持っていたことを

強調したい。というのも、そもそも全国の医師数は、過去の医学部入学定員数

の決定によって規定されているためである。そして、医師不足が X町のみなら

ず全国的な傾向１０）であることを様々な研究から示唆することができるからである。

このような外生的な要因に対して、Zの事務幹部からの聞き取り調査では、少な

くとも１９９０年以降から X病院では、「元々、自前での医師の確保は困難であり、

大学医学部からの派遣が主流」という状況にあった。このことを勘案すると、

２００４年に開始された新臨床研修制度以降に大学医学部からの派遣医師の減員を

補うだけの医師の補充は困難であったことは容易に推測できる。

１０）木田（２００８）によれば、２００４年から２００６年にかけて３０歳及び３１歳時の医師の病院から医育
機関（大学病院）への顕著な移動がみられるとある （『医師・歯科医師・薬剤師調査』に
よる分析）。この特徴は、１９９４年から１９９６年にかけてはみられなかった傾向である。今回取
り上げた Zの常勤医師の減員は、大学医学部からの派遣医師の引き上げによるものである。
ただし、Zからどの主体の病院（医育機関または一般病院）に移動したかは不明であるため、
木田の得た結果と今回の事例とを簡単には結びつけることはできないが、全国的な傾向を
示すために紹介した。
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４．まとめ

中山間地域に立地し、その他公的病院に分類される病院の経営状況を、特に、

２０００年代以降に焦点をあてて検討した。公的病院のような営利的な組織の担え

ない医療サービスを担う「その他公的病院」に分類される経営主体 Zの経営指

標による分析から以下のことを明らかにした。医業収益の変化の要因別寄与度

分析からは、第一に、２０００年までは、比較的本業の赤字幅も小幅であったが、

２００１年度以降、①医師不足による減収、②診療報酬低迷による減収、③労働生

産性の低下によって事業収益（売上げ）減収となったことを明らかにした。第

二に、大きな設備投資を１９９４年度以来抑制し、過剰な設備投資は行っていない

点を明らかにした。

これらのことから、特に、２００２年度以降の常勤医師数の減少は、事業収益（売

上げ）減収につながっているが、この要因は、医師数の減少という外生的な要

因によるもので、「その他公的病院」に分類される経営主体の不健全な経営によ

るものではないことは明らかである。むしろ、地方の医療機関の医師数の減少

に対して歯止めをかける政策を行うことが先決であり、このことを行わない限

り、中山間地域に立地する医療機関の経営を悪化は、より深刻化するであろう。

他方で、Zの医業収益に占める人件費の割合は、医師数減少に伴う医業収益の

低下が顕著となった２００１年度以降に上昇している。この点は、本業での赤字幅

を増大させた大きな要因といえる。この比率を抑制するために、医師以外の職

員数の急激な削減が必要であったのかもしれない。この問題についての評価は、

一医療機関としての私的経営的観点と X町内において Zが担うべき医療サービ

ス量などの社会的な観点からの両側面から検討すべきであり難しい。この点に

ついては、今後の課題とする。また、本稿では、損益計算書を中心とした経営

資料を用いた分析を行ってきたが、各年度の資金循環についての分析と地方自

治体や地方財政との関係も同様である。この点についての分析は、次回に期し

たい。
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補論１ 山間農業地域の定義

山間農業地域の定義は、林野率８０％以上かつ耕地率１０％未満の旧市町村また

は市町村であり、中間農業地域の定義は、都市的地域（可住地に占める人口集

中地区面積が５％以上で、人口密度５００人以上または人口集中地区人口２万人以

上の旧市区町村または市町村）および平地農業地域（耕地率２０％以上かつ林野

率５０％未満の旧市区町村または市町村）、山間農業地域以外を指す（農林水産業

ホームページ http://www.maff.go.jp／、２００９年１月３０日アクセス）。

補論２ 医療収益要因別寄与度のデータソース

計測式（２）式から（５）式までの結果を掲げた図１のデータソースは、以

下の通りである。この計測式に必要なデータである�（医療産業の粗産出額（医

業収益））と����（常勤換算の医師数）については、各年のその他公的病院 Z『業

務報告書』から引用した。また、�（医療産業の価格指数）は、深尾・宮川

（２００８）『JIP２００８』の医療産業の価格指数を利用した。これらのデータによって、

実質労働生産性等を計測している。ただし、ここで使用した医療産業の価格指

数は、３点の限界を持つ。第一に、このデータは暦年データであるが、医業収

益や常勤換算の医師数を記しているその他公的病院 Z『業務報告書』は年度デー

タである点である。第二に、病院の性質（診療科数や種類）や規模を平均化し

た日本全体のものであり、その他公的病院 Zの価格指数ではない点に限界を持

つ。第三に、２００６年度と２００７年度の価格指数は存在しないため、２００５年度と同じ

水準で推移すると処理した点である。いずれの点も、特に第三点は修正すべき

付表１ 医療部門における設立主体別産出額構成比

（単位：％）
日本標準産業分類 １９９０年 ２０００年

医療 （国公立） ８０１－８０３，８０４１ １８．９ １７．６
医療 （公益法人等） ８０６ ２１．０ ２１．３
医療 （医療法人等） ８０５ ６０．１ ６１．０
出所：総務省 （２００５） 『接続産業連関表』。
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点ではあるが、今後の課題とする。

謝辞

本稿を作成するにあたり、２００８年１２月３日の第６回山陰研究報告会および２００９

年１月２８日の島根大学経済学研究会において廣嶋清志教授をはじめとする法文

学部法経学科スタッフの方々から有益なコメントを頂いた。また、大松美樹雄

氏（淀川勤労者厚生協会）から論文内容に関わる資料の提供および有益なコメ

ントを頂いた。さらに、その他公的病院 Zの事務幹部の方々には、貴重な経営

資料を提供して頂き、快くインタビューに応じて頂いた。ここに記して感謝する。

参考文献

大松美樹雄（２００７）「京都北部における自治体病院の経営実態と住民自治の課題」、『賃金
と社会保障』、第１４４６号。

木田衞子（２００８）「「医師・歯科医師・薬剤師調査」を利用した医師数分析について」、『社
会保険旬報』、第２３４９号。

佐藤浩人（２００６）「診療区分を活用した病院原価計算の検討」、『立命館経営学』、第４６巻第
４号。

田中一成（２００８）「医師はいったい何人必要なのか （上）」、『日本医事新報』、第４４０７号。
明治安田生活福祉研究所 （２００５） 『－医療施設経営安定化事業－病院経営をはじめとし
た非営利組織の経営に関する調査研究報告書』、厚生労働省医政局委託。

資料

片桐健二他（２００２）「厚生連勤務医師の職場環境と医療情勢に関する意識調査：第一編」、
『日本農村医学会雑誌』、第５１巻第４号。
片桐健二他（２００３）「厚生連勤務医師の職場環境と医療情勢に関する意識調査：第二編」、
『日本農村医学会雑誌』、第５１巻第５号。
島根県政策企画局（２００７）『平成１７年島根県統計書』、島根県統計協会。
総務省編（２０００）『昭和６０年－平成２年－７年接続産業連関表』。
総務省編（２００５）『平成２年－７年－１２年接続産業連関表』。
総務省内公立病院改革懇談会（２００７）「公立病院改革ガイドライン」。
総務省内公立病院に関する財政措置のあり方検討会（２００８）「公立病院に関する財政措置
のあり方等検討会報告書」。

全国公私病院連盟・社団法人日本病院会『病院経営実態調査報告』、各年。
その他公的病院 Z『業務報告書』。
深尾京司・宮川 努（２００８）『Japan Industrial Productivity Database ２００８（JIP２００８）』、
経済産業研究所（URL: http://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP２００８／index.html）。

橋 本 貴 彦７０




